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再商品化事業者 
市町村 

（分別収集） 

例：異物除去、 
   ベール化 

商品の提供 

再商品化費用の支払い（再商品化義務の履行） 

再商品化費用の支払い 

分別基準適合物 
（ベール）の引渡し 

容器包装の流れ 

費用の流れ 

消費者（分別排出） 

例：プラスチック製容器包装
（食品の包装、レジ袋等） 

ケミカルリサイクル事業者 
 

○プラスチックを化学反応させ、高
炉還元剤、コークス代替等に利用 

指定法人 
（（財）日本容器包装リサイクル協会） 

容器の製造等・利用事業者、 
包装の利用事業者（再商品化義務） 

例：プラスチック製容器包装の製造事業者 

引取契約 
容器包装廃棄物 
 の分別収集 

①
消
費
者 

（
分
別
排
出
） 

②
市
町
村 

（
分
別
収
集
） 

リサイクル費用 
商品への転嫁・徴
収 

容器包装プラスチックのリサイクルの流れ 

材料リサイクル事業者 
 

○ベールから（プラスチック製品の
原料となる）ペレット等を製造 

③
事
業
者 

（
再
商
品
化
） 

入札 

＜入札の手順＞ 

①材料リサイクル事業者のみで容
器包装プラスチック全体の50％を
入札。 

         ↓ 

②材料・ケミカルリサイクル事業者
が同条件で入札 

※入札は施設ごとに実施 

サーマルリカバリー事業者 
 

○ベールから固形燃料等の燃料を
製造 

※サーマルリカバリー事業者は材
料・ケミカルリサイクルでは処理しき
れない場合のみ入札可能（＝緊急
避難的・補完的位置づけ）であり現
状では入札資格なし。 2 



優先枠：市町村申込量の５０％ 

一般枠 

一般枠：市町村申込量の５０％ 

総合的な評価の結果に応じて配分 

○市町村申込量の50％の優先枠は、中央環境審議会、産業構造審議会の合同会合報告に 
 基づき設定。 
 
○50％の優先枠のうち黄色部分については、総合的な評価の結果に応じて、各事業者に傾斜配分さ
れる枠に応じて入札を行う。 

 
○一般枠については、ケミカルリサイクル事業者又は優先的取扱いの権利の無い材料リサイクル事業
者が入札を行う。 
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プラスチック製容器包装再商品化事業者入札について（概念図） 
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プラスチック製容器包装 
再商品化事業者入札について 

「プラスチック製容器包装の再商品化手法及び入札制度の在り方に係るとりまとめ」（平成２２
年１０月） 

・入札制度における総合的な評価については、優先事業者間の取組の差が評価結果により明確に反映さ
れ、優良な事業者の育成につながるよう、評価方法の一層の定量化を図る。 

 

・総合的な評価の結果が相対的に高い優先事業者が入札競争上有利に働く現行の措置については、そ
の反映の程度をより強くする。 

プラスチック製容器包装の入札にあたり、各材料リサイクル事業者を下記の観点から評価・点
数化 

①リサイクルの質・用途の高度化（単一素材化、品質管理手法、塩素濃度、主成分濃度、高度な利用） 
 

②環境負荷の低減効果等（環境負荷データ把握、他工程利用プラの高度な処理方法、環境管理手法） 
 

③再商品化事業の適正かつ確実な実施（使途明示、利用先名公表、見学推進活動、情報公開工夫、業
務改善指示の有無） 



○平成２５年４月に改正容器包装リサイクル法施行から５年が経過し同法附則に

基づき法の見直しを行う時期が到来する。 

容器包装リサイクル法の見直しについて 

（参考）改正容器包装リサイクル法附則第４条 
 政府は、附則第１条第３号に規定する規定の施行（平成２０年４月）後５年を経過した場合
において、新法の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、新法の規定について検
討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

○これを受け、環境省・経済産業省の合同審議会において専門的知見に基づき

関係者からのヒアリングも含めた丁寧な審議を行う予定。当該審議の一環とし

て「プラスチック製容器包装の再商品化手法の在り方」についても宿題事項とし

て検討されることとなる。 
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（参考１）「プラスチック製容器包装の再商品化手法及び入札制度の在り方に係る取りまとめ」 
平成２２年１０月（中央環境審議会プラスチック製容器包装に係る再商品化手法委専門委員会 
及び産業構造審議会プラスチック製容器包装に係る再商品化手法検討会合合同会合） 

６．今後のプラスチック製容器包装の再商品化手法及び入札制度の在り方 
 
③材料リサイクル手法の優先的取扱いの在り方 

（容リ法の次期見直しの際の材料リサイクル手法の優先的取扱いの根本からの再検討） 

・・・容リ法の次期見直しの際には、上記のフォローアップや中長期的な課題についての
議論の結果に基づき、各再商品化手法の再商品化製品やその利用製品に関する生産
量、販売量、市場価格等の客観的データも整理した上で、環境負荷低減と資源の有効利
用、経済コスト、わかりやすさ等の観点も踏まえ、材料リサイクル手法の優先的取扱いが
、循環型社会構築の推進、社会全体のコストの低減、すべての関係者の協働といった容
リ法の趣旨・目的の背景となっている考え方に照らして、現行の取扱いが関係者の十分
な理解と納得を得ることができるかどうか、以下に述べる燃料利用の在り方とともに検討
を行い、その結果に応じて、プラスチック製容器包装の再商品化手法の在り方を根本か
ら再検討すべきである。 

6 



 

 

再商品化手法別落札量と落札単価の推移 
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